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【留意事項】

府県の大規模災害発生時における事務委託の受託可否は、被害の甚大さや被害市町村の
状況を踏まえて判断するものであり、本手引きをもって府県による事務委託の受託を決
定付けるものではない。
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【手引きの趣旨】
○被災市町村だけでは膨大な量の災害廃棄物を処理できない場合、府県は災害廃棄物処理の事務
委託を受けることができるとされている。

「災害廃棄物対策指針（改定版）」（平成30年3月、環境省環境再生・資源循環局、災害廃棄物対策室）
第1編 総則 第3章 基本的事項
（9）処理主体

災害廃棄物の処理主体は市区町村等である。
都道府県は、市区町村から事務委託を受け、災害廃棄物処理の一部を実施する場合がある。

○災害廃棄物処理は市町村が処理を担うものであるが、南海トラフ巨大地震発生時には大規模な
被害が想定されており、東日本大震災と同様に被災市町村から府県へ災害廃棄物処理の事務が
委託されることが想定される。

○本手引きは、これまでの災害で事務委託が行われた事例などをもとに、事務委託手続きの流れ
などを整理したものであり、各府県が大規模災害発生時の事務委託による処理を検討する際の
一助とするものである。



府県と被災市町村の長の協議

１．事務委託手続き全体の流れ
（1）地方自治法による事務委託手続き

○事務委託は、地方自治法第252条の14～15及び第252条の2の2に基づき、下図の流れで実施する。
○議会の議決については、東日本大震災や熊本地震においては、地方自治法第179条にもとづ
く専決処分により行われた事例がある。
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府県 被災市町村

府県と被災市町村の事前協議

議会議決 or 専決処分

専決処分の議会報告承認

告示 委託の届出

※府県が当事者になる場合、
府県が総務大臣届出

告示

議会議決 or 専決処分

専決処分の議会報告承認



【事例】東日本大震災 岩手県
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①委託に関する意向確認
～H23.4.8

②委託依頼の申出
H23.4.8

発災：H23.3.11

③受託の通知
H23.4.8

④委託協議の議決
（又は専決処分）
H23.4.11

⑤委託協議
H23.4.11

⑥受託協議の専決
処分
H23.4.11

⑦受託決定通知
H23.4.11

⑧告示依頼
H23.4.11

⑨告示（県報登載）
H23.4.22

⑩告示

⑪経費に係る協議
（協議書送付）

⑫経費に係る協議
（協議書送付）

⑬経費に係る協議（協議書送付）
H23.4.18

⑭委託協議議決書謄本送付

⑮総務大臣への届出

注．④･･･すべての対象市町が議会議決としたかは文献か
らは確認できない

⑥･･･岩手県は専決処分を実施。専決処分を実施した
ことについて県議会臨時会において承認を求め
原案承認された

④‘委託協議の議決
H23.4.27



【事例】東日本大震災 宮城県
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発災：H23.3.11

○県の受託日
H23.4.14（塩竃市）
H23.4.15（名取市、岩
沼市、亘理町、山元町）
H23.5.11（南三陸町）
H23.5.13（七ヶ浜町）
H23.5.16（東松島市）
H23.5.23（松島町）
H23.6.20（多賀城市）

注．多賀城市以外は専決処分により対応



【事例】平成28年熊本地震 熊本県

5

①事前打合せ
（H28.4下旬～5月上旬頃）

発災：H28.4.14

②議会の議決（専決）
H28.5.20

③協議（規約を含む）
H23.5.20

④議会の議決（専決）
H28.5.20

⑤協議同意通知
（規約締結）
H28.5.20

⑥告示
H28.5.20～
6.20

○事業費の予算措置（知事専決）
H28.5.20
※委託事務である二次仮置場の整

備・運営費用の予算措置 ⑦総務大臣への届出
県：H28.5.20

注．日付は、西原村を除く6市町村（宇土市、南阿蘇村、御船町、
嘉島町、益城町、甲佐町）。西原村は7/13に委託を受けた

②･･･市町村の専決処分の状況は文献からは確認できない
④･･･緊急を要し議会を招集する時間的余裕がないことから知

事専決で対応し、議会には報告対応

⑥告示
H28.5.30



【事例】西日本豪雨 広島県、坂町
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①県へ事務委託の
検討を依頼
H30.8.4

発災：H30.7.8

②議会9月定例会
で事務委託に関す
る協議の議決
H30.9.3

⑤事務の委託に関する必
要な事項を県と協議
H30.10.31

③議会の議決
（規約・予算）
H30.10.2

④事務委託の協議
（規約について）
H30.10.9

⑥規約の告示 ⑥規約の告示
H30.10.31

⑦総務大臣へ届出



参考）地方自治法 事務の委託
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○第三節 普通地方公共団体相互間の協力

第四款 事務の委託

（事務の委託）

第二百五十二条の十四 普通地方公共団体は、協議により規約を定め、普通地方公共団体の事務の一部を、

他の普通地方公共団体に委託して、当該他の普通地方公共団体の長又は同種の委員会若しくは委員をして

管理し及び執行させることができる。

２ 前項の規定により委託した事務を変更し、又はその事務の委託を廃止しようとするときは、関係普通地

方公共団体は、同項の例により、協議してこれを行わなければならない。

３ 第二百五十二条の二の二第二項及び第三項本文の規定は前二項の規定により普通地方公共団体の事務を

委託し、又は委託した事務を変更し、若しくはその事務の委託を廃止する場合に、同条第四項の規定は第

一項の場合にこれを準用する。

（事務の委託の規約）

第二百五十二条の十五 前条の規定により委託する普通地方公共団体の事務（以下本条中「委託事務」とい

う。）の委託に関する規約には、次に掲げる事項につき規定を設けなければならない。

一 委託する普通地方公共団体及び委託を受ける普通地方公共団体

二 委託事務の範囲並びに委託事務の管理及び執行の方法

三 委託事務に要する経費の支弁の方法

四 前各号に掲げるもののほか、委託事務に関し必要な事項



参考）地方自治法 事務の委託
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○第三節 普通地方公共団体相互間の協力

第二款 協議会

（協議会の設置）

第二百五十二条の二の二 普通地方公共団体は、普通地方公共団体の事務の一部を共同して管理し及び執行

し、若しくは普通地方公共団体の事務の管理及び執行について連絡調整を図り、又は広域にわたる総合的

な計画を共同して作成するため、協議により規約を定め、普通地方公共団体の協議会を設けることができ

る。

２ 普通地方公共団体は、協議会を設けたときは、その旨及び規約を告示するとともに、都道府県の加入す

るものにあつては総務大臣、その他のものにあつては都道府県知事に届け出なければならない。

３ 第一項の協議については、関係普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。ただし、普通地

方公共団体の事務の管理及び執行について連絡調整を図るため普通地方公共団体の協議会を設ける場合は、

この限りでない。

４ 公益上必要がある場合においては、都道府県の加入するものについては総務大臣、その他のものについ

ては都道府県知事は、関係のある普通地方公共団体に対し、普通地方公共団体の協議会を設けるべきこと

を勧告することができる。



参考）地方自治法 専決処分
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○第四款 議会との関係

第百七十九条 普通地方公共団体の議会が成立しないとき、第百十三条ただし書の場合においてなお会議を

開くことができないとき、普通地方公共団体の長において議会の議決すべき事件について特に緊急を要す

るため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認めるとき、又は議会において議決すべき

事件を議決しないときは、当該普通地方公共団体の長は、その議決すべき事件を処分することができる。

ただし、第百六十二条の規定による副知事又は副市町村長の選任の同意及び第二百五十二条の二十の二第

四項の規定による第二百五十二条の十九第一項に規定する指定都市の総合区長の選任の同意については、

この限りでない。

② 議会の決定すべき事件に関しては、前項の例による。

③ 前二項の規定による処置については、普通地方公共団体の長は、次の会議においてこれを議会に報告

し、その承認を求めなければならない。

④ 前項の場合において、条例の制定若しくは改廃又は予算に関する処置について承認を求める議案が否

決されたときは、普通地方公共団体の長は、速やかに、当該処置に関して必要と認める措置を講ずると

ともに、その旨を議会に報告しなければならない。



（2）災害対策基本法による事務委託手続き

○災害対策基本法による事務委託は、災害対策基本法第69条に基づき、地方自治法の規定に関わら
ず、災害対策基本法施行令第28条に規定する事項を定めて、当該地方公共団体の長その他の執行
機関に管理し、及び執行することができる。この場合、議会にはすみやかにその旨を報告するこ
とになっており、下図の流れで実施する。

○過去の大規模災害において、災害対策基本法による事務手続きで行われた事例はない。
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府県 被災市町村

公示 委託の届出

※府県が当事者にな
る場合、総務大臣
に届出

公示

府県と被災市町村の事前協議

府県と事務委託実施被災市町村の長の協議

議会報告

※すみやかに ※すみやかに
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○災害対策基本法

（災害時における事務の委託の手続の特例）

第六十九条 市町村は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、応急措置を実施するため必

要があると認めるときは、地方自治法第二百五十二条の十四及び第二百五十二条の十五の規定にかかわら

ず、政令で定めるところにより、その事務又は市町村長等の権限に属する事務の一部を他の地方公共団体

に委託して、当該地方公共団体の長その他の執行機関にこれを管理し、及び執行させることができる。

○災害対策基本法 施行令

（災害時における市町村等の事務の委託の手続）

第二十八条 法第六十九条の規定により市町村の事務又は市町村長等の権限に属する事務の一部を他の地方

公共団体に委託するときは、関係地方公共団体は、協議により次の各号に掲げる事項を定めてこれを行な

わなければならない。

一 委託する市町村の事務又は市町村長等の権限に属する事務（以下この項において「委託事務」とい

う。）の範囲並びに委託事務の管理及び執行の方法

二 委託事務に要する経費の支弁の方法

三 前各号に掲げるもののほか、委託事務に関し必要な事項

２ 関係地方公共団体は、その委託に係る事務を変更し、又はその事務の委託を廃止しようとするときは、

前項の規定の例により、協議してこれを行なわなければならない。

３ 関係地方公共団体は、事務を委託し、又はその委託に係る事務を変更し、若しくはその事務の委託を廃

止したときは、その旨及び事務を委託し、又はその委託に係る事務を変更した場合にあつては第一項各号

に掲げる事項を公示するとともに、都道府県にあつては総務大臣に、市町村にあつては都道府県知事にそ

れぞれ届け出なければならない。

４ 関係地方公共団体の長は、第一項の事務の委託又は第二項の委託に係る事務の変更若しくは事務の委託

の廃止があつたときは、すみやかに、その旨を議会に報告しなければならない。



２．事務委託の手順・方法（地方自治法による事務委託手続き）

1）事務委託の決定までの府県の対応

（1）府県が委託に関する意向を被災市町村に確認
・府県：「意向確認照会文書」を作成・送付（参照：参考1-1）
・被災市町村：委託の依頼を決定→「委託依頼文書」（参照：参考1-2）を作成し、府県に送付

（2）意向確認の結果、事務委託を申し出た被災市町村に受託を通知
○受託通知書類
・受託通知文書 （参照：参考1-2）
・委託規約（案）（参照：参考1-3）
・専決処分（案）（参照：参考1-4）

↓
・被災市町村：議会の議決（又は専決処分）→委託文書を府県に送付（参照：参考1-5）

（3）被災市町村の委託協議を受け、府県議会へ受託議案を提出・議決（又は専決処分）
○被災市町村の委託協議書類（参照：参考1-6）
・委託協議文書
・議決書謄本
・議会会議録（専決処分書）

（4）受託決定通知
○被災市町村に送付（参照：参考1-7）
・受託決定通知
・告示依頼書

（5）総務大臣届出、告示 （参照：参考1-8） 12

※委託した事務を変更し、又はその事務の委託を廃止しようとするとき
は、事務の委託をする場合と同様の手続きにより、それぞれ行う必要
がある（地方自治法第252条の14③）



府県の事務委託の判断基準の事例
受託

市町村数
県災害名

（発生量,発災日）

・条件は設けずに沿岸12市町村から包括的に事務の委託を受けた12岩手県

平成23年
東日本大震災
（3,100万t、H23.3.11)

・事務の委託を受ける明確な基準はなかった
・沿岸市町の行政庁舎が壊滅する等甚大な被害があり、発災当初

から県が沿岸部の災害廃棄物の処理をある程度担う必要がある
認識があった

・沿岸部以外の市町村にも意見聴取など配慮すべきだった

12宮城県

・被害の甚大さを踏まえ、被災市町村による処理が困難な事務に
ついて、事務委託により県が処理

※災害廃棄物処理実行計画に示された基本方針に基づき、事務の委託を受託。
基本方針はH28.5.18開催の「熊本県災害廃棄物処理対策会議」で決定

※通常処理する廃棄物の２年分以上の災害廃棄物の発生が見込まれた市町村
について、事務の一部を受託

7熊本県平成28年熊本地震
(311万t、H28.4.14,16)

・人口あたりの発生量が県内最大
・必要な事務の管理及び執行が困難な状況

1広島県

平成30年7月豪雨
(190万t、H30.7.8）

・市町村の被害状況や災害廃棄物の発生量を勘案して、市町村に
よる処理が困難であると認められるときに、事務を受託し、処
理を代行（受託した2市は、県内で1,2番目の発生量）

※災害廃棄物処理実行計画に示された基本方針に基づき、事務の委託を受託。
基本方針はH30.8.21に決定

2岡山県

2）事務委託の判断
・府県は、可能な限り事務委託を受託する判断基準を予め設定し、発災後の状況に応じて、市
町村に確認のうえ、事務委託の実施市町村を決定することが必要である。
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【事務委託の判断基準の事例】
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【基本方針における県の役割（熊本県）】

出典：熊本県災害廃棄物処理実行計画（第2版）（平成29年6月改訂、熊本県）（p6）
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【基本方針における県の役割（岡山県）】

出典：平成30年7月豪雨災害に係る岡山県災害廃棄物処理実行計画（改訂版）（令和元年7月改訂、岡山県）（p4）



処理実行計
画の策定

処理処分二次仮置場
仮置場から
の収集運搬

仮置場に
おける選別

仮置場まで
の収集運搬

家屋等の
解体

委託元
市町村

委託先
府県

○○○○洋野町

岩手県

○○○○久慈市

○○○○○○野田村

○○○○普代村

○○○○○○田野畑村

○○○○○○岩泉町

○○○○○○○宮古市

○○○○○○山田町

○○○○○○○大槌町

○○○○釜石市

○○○○大船渡市

○○○○陸前高田市

○○沿岸12市町宮城県

○○
宇土市、益城町
ほか計7市町村

熊本県

○○坂町広島県

○○○○○倉敷市
岡山県

○○総社市

3）事務委託の対象範囲
・これまでの災害において、府県が受託した事務委託の対象範囲は下表のとおり。
・これまでの事務委託は二次仮置場の設置・運営から処分が対象という考えが主であったが、
市町村の行政能力によっては、当初からの収集運搬や、家屋解体も実施することが予想され
る。
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【事務委託の対象範囲の事例】 二次仮置場、処理処分が多い市町村の行政能力
により委託あり



4）事務委託の実施
・事務を受託後、委託事務を遂行するが、府県の人員や事務執行に係る専門性は限定的なもの

があり、実施体制の強化・人員の応援などにより進めていく必要がある。具体的には、府県

が全国知事会への支援要請や総務省への中長期派遣職員の依頼などにより人員の確保を行っ

ている。
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府県の実施体制の増員等の事例府県
災害名

（発災日）

○県災害廃棄物処理対策協議会の設置
・円滑な処理を推進するため、国、県、被災市町村、関係団体の連絡・調整組織を設置。災害廃棄物

の処理終了まで計５回開催
○他の自治体からの支援
・国や全国知事会等に対して支援要請。専門的知識を有する技術系職員が特に不足
・県では平時に自ら廃棄物処理をほぼ行わないことから、実際の災害廃棄物処理の知見が不足。政令指定

都市等から廃棄物行政（処理施設の設置や事務手続き等）の実務経験のある職員の派遣を受けた（6月13
日名古屋市2名が約3ヶ月派遣。以降、複数の政令市が平成26年まで支援）

○組織体制の確保
・平成23年3月25日にがれき・廃棄物対策チームを設置。その後、庁内の人事異動により土木技術系職員な

どを確保（計19名）。さらに他自治体の廃棄物処理業務に精通した職員の派遣を受け、平成24年4月1日
から環境生活部廃棄物特別対策室に改組（計20人）。環境省現地支援チームは平成23年6月3日に県庁内
に設置

○発注・契約の外部委託
・破砕・選別や最終処分等の工程別に外部委託を行った。処理の工程ごとに契約する方法をとったため、

県の契約件数は平成23～25年度に242件に上った。そのため、契約、予算経理を専門に担当する事務系職
員を増強

岩手県
平成23年

東日本大震災
（H23.3.11）

○県災害廃棄物処理対策協議会の設置
・災害廃棄物の処理に係る国の考え方など、国から直接情報を得られるよう全市町村を対象とした会

議を設置。計５回開催
宮城県

【府県の実施体制の増員等の事例】



府県の実施体制の増員等の事例
府
県

災害名
（発災日）

○組織体制の確保
・発生直後の平成23年3月14日に震災廃棄物処理対策検討チームを設置（環境生活部内各課の職員、技

術次長以下４班体制）。同チームを発展的に解消し、4月1日から震災廃棄物処理チームを設置（総
括リーダー２名、サブリーダー４名、５班の計50名）。9月1日に震災廃棄物対策課を設置。二次仮
置場の整備状況を踏まえ、石巻事務所、岩沼事務所、気仙沼事務所を順次設置

・６月以降、環境省支援チームが支援事務を開始し、平成24年度以降は他県派遣職員が支援業務開始
○発注・契約の外部委託
・県に災害廃棄物処理のノウハウがない中、収集運搬から二次仮置場内の破砕・選別・焼却などの業

務全体を、大手ゼネコンを中心としたJVに性能発注・一括発注した

宮
城
県

平成23年
東日本大震災
（H23.3.11）

○他の自治体からの支援
・初動期：本震から５日後、岩手県（３名、５日間（4/21～4/25）、宮城県（計16名、約１ヶ月

（4/25～5/17）、仙台市（２名、４日間（4/22～4/25））、東京都（４名、約１ヶ月（5/16～
6/10））からプッシュ型の職員派遣。国への要望、災害廃棄物処理実行計画の策定、公費解体の実
施、市町村からの事務受託手続き、二次仮置場整備など、今後の処理手順を把握。

・初動期以降：平成28年7月下旬以降、全国知事会から中長期派遣職員（4県延べ9名、約6～8ヶ月）を
受入れ、市町村の仮置場の指導や災害査定等の災害関連業務に従事。

○組織体制の見直し
・平成28年6月20日付で、循環社会推進課に、災害廃棄物処理支援室を設置。室は２班（計10名）で構成

（室長1名、計画・解体班（6名：主に実行計画の策定、公費解体に係る調整等）、処理推進班（3名：主
に二次仮置場の整備等））

・二次仮置場の建設には設計・施工業務は県庁内の土木部職員兼務１名と他県の土木職員１名派遣により
対応

○処理運営の外部委託
・廃棄物の受入れから中間処理や処分、周辺環境対策など、幅広くアイデアを募るため、公募型プロポー

ザル方針により業者を選定。市町村からの事務委託の約２週間後の平成28年6月3日に募集開始し、6月20
日に受託候補者を選定（※WTO要件に該当）

熊
本
県

平成28年
熊本地震

（H28.4.14,16）

○国・他自治体等からの支援
・国及び他自治体（東京都等）によるプッシュ型応援派遣（計31人）のほか、全国知事会等を通じて、

循環型社会課に他県（愛知県、和歌山県、三重県、島根県、千葉県）から計8人の職員派遣。プッ
シュ型支援では、発生量推計、処理実行計画策定、仮置場整備、公費解体等について助言。

広
島
県

平成30年
7月豪雨

（H30.7.8）
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【府県の実施体制の増員等の事例】



5）事務委託実施後の精算
（1）府県へ委託した業務に要する費用は、府県が市町村に請求し、被災市町村が支払う。

（2）経費負担の契約
・東日本大震災における岩手県の事例では、発災１ヶ月後には委託事業に要する経費負担の
契約を締結した。（参照：参考1-9）

（3）被災市町村は、県への事務委託業務についても、災害廃棄物処理事業費補助金の査定を
受ける。

・災害廃棄物処理業務は多額の費用が必要になり、被災市町村は、災害等廃棄物処理事業費
補助金の交付を受ける必要がある。府県に事務を委託した業務についても、被災市町村が
災害査定を受ける必要がある。被災市町村は、事務委託後も、府県と密に連携をして災害
廃棄物の処理を進めることが必要である。
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【事務委託後の情報共有事例】
○東日本大震災：岩手県
・岩手県は二次仮置場の中間処理以降の事務を受託
・県、市町村、委託業者等が、週間施工調整会議、月間施工調整会議を開催し、処理の進捗状
況や今後の予定の情報共有や調整を行う会議を開催。

○平成30年7月豪雨：坂町・広島県
・坂町は二次仮置場以降の処理を広島県に事務委託
・県、町、委託業者が定期的に施工調整会議を実施し、災害廃棄物の発生見込み、処理の進捗
状況等を情報共有。仮置場運営上の課題への対策について協議・検討し、処理を推進。



３．平時の備え

1）事務委託の課題を踏まえた平時の備え
○これまでの事務委託の事例における課題を踏まえ、府県で検討すべき平時の備え

20

課題を踏まえた
平時の備え

事務委託の課題
NO

あらかじめ市町村の収集運搬及び処理の
能力を確認し、災害時に市町村がどのよ
うな業務を行うことができなくなるかを
想定。実施することができないと想定さ
れる業務について、府県としてどのよう
に支援できるかを検討

【全県】
○事前の準備が不足していた。

1

府県として、事務委託を受託する基準の
検討

【岩手県】
○事務委託の判断は迅速にしたほうがよい。
【宮城県】
○災害により行政庁舎が喪失するなど、事務の受委託が行わ
れる基準の設定が必要であった。
・事務を受託した沿岸部の市町村以外の、内陸部の市町村や、
政令指定都市を含め、幅広く意見を聴取する必要があった。

2

【事務委託の課題と平時の備え】
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課題を踏まえた
平時の備え

事務委託の課題NO

事務委託を受託後の
契約方法に関する庁
内の事前調整の実施

【岩手県】
○ＷＴＯに注意
・国・都道府県・指定都市は一定規模以上の契約（府県は3,600万円※以上の委
託事業）には、日本国外の企業にも入札に参加させる必要がある。
※･･･適用期間：令和6年4月1日から令和8年3月31日

・以下の要件を満たす必要があるため、東日本大震災の際には県に委託しない原
因ともなった。
・参加資格に地域要件を設定不可
・入札日の40日前に入札公告を実施

・緊急の必要（災害のため競争入札するいとまがないとき）により、競争入札に
付することができないとき、随意契約を行うこともある。
・回避できる可能性もあり、担当部局と協議しておくべき。
・市町村が県に事務委託した際には、当該手続きの適用除外が必要。

3

受託条件の事前設定
（機能している市町
村等の既存施設は最
大限活用など）

【宮城県】
○事務を委託した市町村の中には、委託したことで災害廃棄物処理への主体性が
薄れ、積極的に処理に関与しようとしない例や、機能している市町村（一部事
務組合）の既存廃棄物処理施設を関与しようとしない例も散見された。

4



参考資料
1）様式の事例

2）災害廃棄物処理の事務委託の概要

3）府県への事務委託の実施事例
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1）様式の事例
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（参考1-1）意向確認照会文書（例）

24

【事務の委託に係る意向の確認文書（例）】

出典：岩手県提供資料



（参考1-1）意向確認照会文書（例）
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【事務の委託に係る委託の申出文書（例）】

出典：岩手県提供資料



（参考1-2）事務の委託の協議書（例）

26

【被災市町村→府県への委託協議書（例）】

【府県→被災市町村への受託協議書（例）】

出典：災害廃棄物処理業務の記録〈宮城県〉（平成26年宮城県）（p6）



（参考1-2）事務の委託の協議書（例）
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出典：岩手県提供資料

【事務の委託の受託文書（例）】
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（参考1-3）事務の委託の規約（例）

○規約に規定すべき事項
・地方自治法第252条14の15に規約に規定すべき事項が4項目あげられている。

① 委託する普通地方公共団体及び委託を受ける普通地方公共団体
② 委託事務の範囲並びに委託事務の管理及び執行方法
③ 委託事務に要する経費の支弁の方法
④ 前各号に掲げるもののほか、委託事務に関し必要な事項

○規約作成時の工夫
【東日本大震災・宮城県の事例】

・規約はどの災害廃棄物にも対応できる包括
的な内容とし、詳細は別途協議により対応
することで市町村の負担を軽減

・いずれかの災害廃棄物の委託範囲等の別途
協議が整った日から順次開始

・市町村からの委託要望は、別途協議の追加
により適宜対応可能

出典：災害廃棄物処理業務の記録〈宮城県〉（平成26年宮城県）（p5）
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（参考1-3）事務の委託の規約（例）

○規約作成時の工夫【東日本大震災・宮城県の事例】
【災害等廃棄物処理事務の受託に関する規約施行日（別途協議日）一覧】

出典：災害廃棄物処理業務の記録〈宮城県〉（平成26年宮城県）（p5）

がれき 船舶 自動車 米穀・大豆 冷凍水産物 飼料 死亡獣畜
【廃棄物対策課】 【水産業振興課】 【資源循環推進課】 【農産園芸課】 【水産業振興課】 【畜産課】 【畜産課】

1 気仙沼市 H24.3.16 H23.7.1 H23.11.30 H23.5.25 H23.4.7 - - H23.4.7

2 南三陸町 H23.12.28 H23.10.4 H23.5.12 - - - - H23.5.11

3 石巻市 H23.7.8 H23.7.1 - H23.5.25 H23.4.7 H23.4.14 H23.4.1 H23.4.1

4 女川町 H23.7.8 H23.7.19 - - H23.4.7 - - H23.4.7

5 東松島市 H23.7.8 H23.7.1 H23.5.16 - - - - H23.5.14

6 松島町 H23.10.11 H23.5.23 - - - - - H23.5.23

7 塩竈市 H23.7.1 H23.7.15 - - - H23.4.14 - H23.4.14

8 多賀城市 H23.7.1 - - - - - - H23.6.20

9 七ヶ浜町 H23.5.13 H23.5.13 - - - - - H23.5.13

10 名取市 H23.4.15 H23.7.1 H23.4.25 H23.5.25 - - - H23.4.15

11 岩沼市 H23.4.15 - H23.4.15 H23.5.25 - - - H23.4.15

12 亘理町 H23.4.15 - - H23.5.25 - - - H23.4.15

13 山元町 H23.4.15 - - H23.5.25 - - - H23.4.15

14 利府町 - - - - - - - -

15 仙台市 - - - - - - - -

※石巻市との規約締結の事務処理は、県農林水産総務課で実施。それ以外は県（震災）廃棄物対策課で実施
※利府町・仙台市は受委託を検討したものの規約締結には至らず
※多賀城市以外は専決処分により対応

別途協議

市町名
包括規約施

行日
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（参考1-3）事務の委託の規約（例）

【規約（例）：宮城県】 【規約（例）：岩手県】

出典：東日本大震災津波により発生した災害廃棄物の岩手県にお
ける処理の記録（平成27年岩手県）（p171）出典：災害廃棄物処理業務の記録〈宮城県〉（平成26年宮城県）（p7）
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（参考1-3）事務の委託の規約（例）

出典：熊本県提供資料

【規約に基づく別途協議書（例）】



（参考1-3）事務の委託の規約（例）
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【事務委託の追加協議書（例）】

出典：熊本県提供資料



（参考1-4）専決処分（例）
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【専決処分の議会承認（例）】

出典：岩手県提供資料



（参考1-4）専決処分（例）
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【専決処分の議会承認（例）】

出典：岩手県提供資料



（参考1-4）専決処分（例）
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【専決処分の議会承認 議案提出（例）】

出典：熊本県提供資料



（参考1-5）被災市町村から府県への委託文書（例）

36

【被災市町村から府県への委託文書（例）】

出典：熊本県提供資料



（参考1-6）被災市町村の委託協議書類（例）
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【被災市町村の委託協議書類（例）】

出典：岩手県提供資料



（参考1-7）受託決定通知（例）
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【府県の受託決定通知書、告示依頼書（例）】

出典：岩手県提供資料



（参考1-7）受託決定通知・規約（例）
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【府県の受託決定通知（回答）・規約（例）】

出典：熊本県提供資料



（参考1-8）総務大臣届出、告示（例）
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【事務の委託及び規約の告示（例）】

出典：新潟市資料（https://www.pref.niigata.lg.jp/uploaded/attachment/143735.pdf）



（参考1-8）告示（例）

41

【事務の委託の告示（例）】

出典：熊本県提供資料



（参考1-8）告示（例）

42

【事務の委託の告示（例）】

出典：熊本県提供資料



（参考1-8）総務大臣届出（例）
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【事務の委託の届出（例）】

出典：熊本県提供資料



（参考1-8）総務大臣届出、告示（例）

44

【事務の委託の廃止の届出、告示（例）】

出典：岩手県提供資料



（参考1-8）総務大臣届出、告示（例）

45

【事務の委託の廃止の届出、告示（例）】

出典：岩手県提供資料



（参考1-8）総務大臣届出、告示（例）

46

【事務の委託の廃止の届出、告示（例）】

出典：岩手県提供資料



47

（参考1-9）事務委託の経費に関する協議書（例）

出典：東日本大震災津波により発生した災害廃棄物の岩手県における処理の記録（平成27年岩手県）（p173）



48

（参考1-9）事務委託の経費に関する協議書（例）

出典：熊本県提供資料

【事務委託の経費支払いに関する協定書（例）】



2）災害廃棄物処理の事務委託の
概要

49



50

広域連携（共同処理）の仕組み

出典：総務省HP https://www.soumu.go.jp/main_content/000799428.pdf



事務の委託とは

根拠法令：地方自治法第 252条の14～第252条の15

事務の委託は、地方公共団体の事務の一部の管理及び執行を、他の地方公共

団体に委ねることにより行政運営の効率化・合理化を図る制度である。

事務を受託した地方公共団体が受託事務の範囲において自己の事務として処

理することにより、委託した地方公共団体が、自ら当該事務を管理及び執行し

た場合と同様の効果が生じる。当該事務についての法令上の責任は、受託した

地方公共団体に帰属することとなるので、委託した地方公共団体は、委託の範

囲内において、委託した事務の執行及び管理する権限を失うことになる。

委託事務に要する経費は、すべて、委託した地方公共団体が受託した地方公

共団体に対する委託経費として予算に計上し負担すべきであり、その経費の支

弁の方法は規約で定める。

出典：https://www.pref.niigata.lg.jp/uploaded/attachment/143735.pdf

市町村から都道府県への委託では、県が要した経費を
市町村が（補助金を活用して）負担

51



事務の委託の主体には、普通地方公共団体のほか、

特別区及び地方公共団体の組合（一部事務組合等）

がある。事務の委託は、一般的に市町村間、都道府

県間のほか、市町村と都道府県の間、普通地方公共

団体と一部事務組合等の間でも可能である。ただし、

一部事務組合が受託の当事者となる場合には、受託

事務は当該事務組合の処理する事務と同種の事務の

範囲にとどまることが必要である。

事務の委託の実施主体

災害廃棄物処理でこれまで実施された事務委託は
市町村から都道府県への委託

52



事務を他の地方公共団体に委託する場合の手続については、協議会を設置する場合と
同様の規定を準用することとされている（法 252の 14③）。
したがって、関係地方公共団体において事実上の協議を行った上で、それぞれの議会
の議決を経て行う協議により規約を定め、事務を委託した旨及びその規約を告示する
とともに、都道府県が当事者となる場合には総務大臣に、それ以外の場合には知事に
届け出なければならない（法 252の２②及び③準用）。
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3）府県への事務委託の実施事例

54



委託した市町村市町村数都県災害名

洋野町、久慈市、野田村、普代村、田
野畑村、岩泉町、宮古市、山田町、大
槌町、釜石市、大船渡市、陸前高田市

12岩手県
H23東日本大震災
（3,100万t) 気仙沼市、南三陸町、石巻市、女川町、

東松島市、塩釜市、多賀城市、七ヶ浜
町、名取市、岩沼市、亘理町、山元町

12宮城県

宇土市、南阿蘇村、御船町、
嘉島町、益城町、甲佐町、西原村

7熊本県
H28熊本地震
(311万t)

坂町1広島県
H30年7月豪雨
(190万t） 倉敷市、総社市2岡山県

大島町1東京都
（参考）H25伊豆
大島土砂災害
(3万t)

県へ事務委託が行われた災害と委託した市町村

55



岩手県：県へ事務を委託した市町村

56

沿岸に位置し津波被害を

受けた全市町(12市町村）

が県に事務を委託



宮城県：県へ事務を委託した市町村

57

栗原地区

大崎地区

黒川地区

仙南地区

本吉地区

石巻地区

塩釜地区

仙台地区

名取地区

亘理地区

登米地区

沿岸に位置し津波被害を

受けた市町のうち仙台市

と近隣2町を除く12市町が

県に事務を委託

仙台市



事務委託手続きの流れ（岩手県）

58

出典：東日本大震災津波により発生した災害廃棄物の岩手県における処理の記録（平成27年岩手県）



事務委託手続きの流れ（宮城県）

59

出典：災害廃棄物処理業務の記録〈宮城県〉（平成26年宮城県）



出典：東日本大震災により発生した被災 3 県（岩手県・宮城県・福島県）における災害廃棄物等の処理の記録
（平成26年 環境省東北地方環境事務所）

東日本大震災:事務委託の内容

県により、事務委託の業

務範囲は異なるが、二次

仮置場の中間処理以降の

対応の場合が多い

政令指定都市である仙台

市は独自で処理を実施

60



出典：東日本大震災により発生した被災 3 県（岩手県・宮城県・福島県）における災害廃棄物等の処理の記録
（平成26年 環境省東北地方環境事務所）
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出典：東日本大震災により発生した被災 3 県（岩手県・宮城県・福島県）における災害廃棄物等の処理の記録
（平成26年 環境省東北地方環境事務所）
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岩手県：二次仮置場の設置・運営

63

出典：東日本大震災津波により発生した災害廃棄物の岩手県における処理の記録（平成27年岩手県）



岩手県：仮設焼却炉の設置・運営

岩手県では二次仮置場とは別

に仮設焼却炉を設置・運営
64

出典：東日本大震災津波により発生した災害廃棄物の岩手県における処理の記録（平成27年岩手県）



参考）廃棄物処理法第９条の３の３に係る災害廃棄物処理の特
例措置における自治体の条例制定

65

・既存の一般廃棄物処理施設では処理できない量の災害廃棄物が発生した場合におい
て、仮設処理施設の迅速な設置及び既存の処理施設の災害廃棄物処理施設として活
用するために有効な手段に「非常災害に係る一般廃棄物処理施設の設置の特例」
（廃棄物処理法第9条の3の3）がある。

・当該特例措置の適用には９条の３の３の特例を活用するためには、処理施設が設置
される市町村において、生活環境影響調査の結果を記載した書類の公衆への縦覧の
対象となる一般廃棄物処理施設の種類、縦覧の場所及び期間等について定めた条例
を制定する必要がある。

・条例の制定は主に以下に資する。
①仮置場における破砕機等の仮設処理施設の迅速な設置
②大規模災害等において新たに必要となる焼却等の仮設処理施設の迅速な設置
③法第１５条の２の５の適用対象外となる産業廃棄物を処理する施設の災害廃棄物
処理施設としての活用

・必要な事項を条例・条例を制定していない市町村が多いことを鑑みて、環境省は自
治体の条例制定事例集を作成し、公表している。

○廃棄物処理法第9条の3の3に係る災害廃棄物処理の特例措置における自治体の条例
制定事例」（令和2年3月、環境省環境再生・資源循環局災害廃棄物対策室）
（http://kouikishori.env.go.jp/guidance/ordinance_example/）



参考）廃棄物処理法第９条の３の３に係る災害廃棄物処理の特
例措置における自治体の条例制定

66

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（非常災害に係る一般廃棄物処理施設の設置の特例）

第九条の三の三 市町村から非常災害により生じた廃棄物の処分の委託を受けた者は、当該処分を行うため

の一般廃棄物処理施設（一般廃棄物の最終処分場であるものを除く。）を設置しようとするときは、第八

条第一項の規定にかかわらず、環境省令で定めるところにより、同条第二項各号に掲げる事項を記載した

書類及び当該一般廃棄物処理施設を設置することが周辺地域の生活環境に及ぼす影響についての調査の結

果を記載した書類を添えて、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。

２ 前項の規定による届出をしようとする者は、同項に規定する第八条第二項各号に掲げる事項を記載した

書類を作成するに当たつては、政令で定める事項について条例で定めるところにより、前項に規定する調

査の結果を記載した書類を公衆の縦覧に供さなければならない。この場合において、当該一般廃棄物処理

施設の設置に関し利害関係を有する者は、政令で定める事項について条例で定めるところにより、当該届

出をしようとする者に対し、生活環境の保全上の見地から意見書を提出することができる。

３ 第九条の三第三項から第十項まで及び第十二項の規定は第一項の規定による届出について、第九条第三

項の規定は当該届出をした者について準用する。この場合において、第九条の三第三項、第四項、第八項

及び第九項中「市町村」とあるのは「非常災害により生じた廃棄物の処分の委託を受けた者」と、同項中

「第二項及び」とあるのは「第九条の三の三第二項の規定及び」と、「第二項中」とあるのは「同条第二

項中「前項の」とあるのは「次項において準用する第九条の三第八項の」と、」と、第九条第三項中「第

一項ただし書」とあるのは「第九条の三の三第三項において準用する第九条の三第八項」と、「同条第二

項第一号」とあるのは「第八条第二項第一号」と、「当該許可」とあるのは「当該届出」と読み替えるも

のとする。



宮城県：二次仮置場の設置・運営

宮城県では各二次

仮置場に仮設焼却

炉を事務委託の業

務内で設置・運営

67出典：東日本大震災により発生した被災 3 県（岩手県・宮城県・福島県）における災害廃棄物等の処理の記録
（平成26年 環境省東北地方環境事務所）



岩手県：市町村別の事務委託の違い

市町村により県への

委託内容が異なり、

家屋解体を県へ委託した

市町村もある。

68

出典：東日本大震災津波により発生した災害廃棄物の岩手県における処理の記録（平成27年岩手県）



熊本地震：事務委託の範囲（県実行計画）

出典：熊本県災害廃棄物処理実行計画（第二版）（平成29年改定熊本県）

熊本県は二

次仮置場の

設置・運営、

処分を受託

69
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熊本地震：二次仮置場

出典：熊本県災害廃棄物処理実行計画（第二版）（平成29年改定熊本県）

約9.8haの県有地

事務委託を受けた７市町村

が運営する一次仮置場を補

完する目的
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熊本地震：益城町

出典：平成28年熊本地震による益城町災害廃棄物処理事業記録、（平成30年3月、益城町）（p48）



西日本豪雨：広島県事務委託の範囲（県実行計画）

広島県は二

次仮置場の

設置・運営、

処分を受託
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出典：平成30年7月豪雨災害に係る広島県災害廃棄物処理実行計画（平成30年広島県）
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西日本豪雨：広島県二次仮置場

町有地の運動公園、約

1.5ha程度で比較的小さい。

移動式重機による選別を

行い、固定式の選別プラ

ントは未設置。

使用後に運動公園に復旧

出典：上･･･広島県提供資料、下･･･応用地質（株）ドローン撮影 出典：地理院地図

復旧後



西日本豪雨：岡山県事務委託の範囲（県実行計画）

倉敷市は一次仮置場の

運営も県へ委託
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出典：平成30年７月豪雨災害に係る岡山県災害廃棄物処理実行計画（改訂版）（令和元年改定岡山県）
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西日本豪雨：岡山県二次仮置場

出典：平成30年７月豪雨災害に係る岡山県災害廃棄物処理実行計画（改訂版）（令和元年改定岡山県）

約11ha程度で比較的

広大。固定式の選別

等プラントを設置
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西日本豪雨：倉敷市

出典：倉敷市資料（https://dwasteinfo.nies.go.jp/archive/past_doc/201807kurashiki_city/201807kurashiki_city_12.pdf）


